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第２章 ＦＭ計画の基本方針 

2.1 ＦＭ計画の目的と期間 

2.1.1 現況と課題の整理 

 第１章に記載したとおり、本市の公共施設等に関する現況と課題を整理すると、 

次の３点に集約されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.1.2 計画の目的 

 ＦＭ計画は、上記の課題に対して中長期の視点に立ち、計画的な維持保全と公共

施設の再配置推進の基本的方向性を定めるものです。 

インフラ、土地を含む公共施設全体を市の貴重な資産と捉え、将来にわたって市

民ニーズに対応した持続可能な行政運営を確立することを目指して、具体的に次の

３つを目的とします。 

① 時代の変化に対応した公共サービスを、今後も継続的に実施すること 
 

② 少子高齢化・人口減少時代の中でも、持続可能な行政経営と地域社会の実現 

 を図ること 
 

③ 将来世代に負担を先送りしないこと 

 

  

 

・保有する多くの公共施設等が、今後数十年の間に建設から 40 年以上が経過 

し、老朽化や陳腐化が進行する 

・大規模な改修や更新の時期が集中する 

 

・人口が減少している一方で、公共施設等の数量に大きな変化がない 

・人口に対して、過多な状況にある 

 

・生産年齢人口の減少と高齢化により、市税の減少と扶助費の増加が続く 

・大規模な改修や更新に要する費用の増加から、財源不足が予想される 

品質の適正性 

数量の適正性 

財務の適正性 
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 目的の達成に向けた取り組みとしては、施設の機能や提供する公共サービスを見

直し、それぞれの地域に見合った施設配置を考えながら、集約化等による保有財産

の縮減を図り、市が将来にわたって保有し続けていくべき財産を明確にします。そ

の上で、より効率的な施設運営と安全で快適に利用できる施設及び公共サービスの

提供に努めます。 

 また、施設の見直しや集約化等により用途廃止となった財産や未利用の財産は、

売却や貸付等による自主財源の確保や、社会環境の変化や市民ニーズに対応した施

設への転換を行うことで、健全な行財政運営への貢献と幅広い公共サービスへの還

元に資することとします。 

 

2.1.3 計画期間 

 ＦＭ計画は、将来人口や財政見通しを基に、公共施設等の長寿命化及び再配置の

基本的方向性を定めるものであり、計画期間は当初計画に合わせて平成 28 年度から

令和 12 年度までの 15 年間とします。 

 15 年間の計画期間に対して、平成 28 年度から令和 2 年度までを前期、以後 5 年毎

に中期、後期計画に分けています。前期は計画の確実な実施に努め、中期以降の計

画期間中は実施状況により定期的な見直しを行います。 

 また、制度変更や財政状況の変化等から、将来見通しの分析の前提条件に変更が

生じた場合には、必要に応じて内容の全部又は一部の見直し（ローリング）を行い

ます。 

図表 2.1 ＦＭ計画の計画期間 

 

 

 

 

  

横手駅東口駅前に整備が進められている新公益施設の完成予想図 
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2.2 推進体制と情報管理 

2.2.1 推進体制 

 ＦＭ計画の推進及び実行に当たっては、全庁的な取り組みが必要であることから、

市長を本部長とする「横手市財産経営推進本部（ＦＭ推進本部）」を平成26年 5月に

設置しています。推進本部の本部員には※政策会議メンバーがあたり、事務局である

財務部財産経営課、財政課、総務企画部経営企画課、建設部建設課とともに財産経

営推進体制（ＦＭ推進体制）を構築します。 

 ＦＭ計画を推進させるためには、職員一人ひとりが公共施設マネジメント導入の

意義を理解し、意識を持って取り組み、市民サービスの向上のため創意工夫を実践

していくことが必要であり、全職員あるいは担当職員の研修等を通じて啓発を行っ

ていきます。 
 ※政策会議…市政の最高方針、重要施策等を審議する機関 

 

図表 2.2 ＦＭ計画の推進体制 
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2.2.2 情報管理 

 公共施設等をより効率的に維持管理するには、組織内の各部門に散在する施設の

管理情報をデータベース化し、一元的に収集・管理・分析する情報管理体制の構築

が有効です。 

本市では、平成 28 年度より地方公会計制度における固定資産台帳システムの運用

がスタートしており、今後も庁内一元的な情報共有の推進と資産の有効活用、老朽

化対策等の計画的な実施を図ります。 

 なお、企業会計公共施設は、各会計内での情報管理に努めることとします。 

 

 

 

 

 

 

 

  

国の重要伝統的建造物群保存地区（増田の町並み） 
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2.3 公共施設等の管理に関する基本的な考え方 

2.3.1 公共施設等の目標 

【公共施設の目標】 

ＦＭ計画策定時には、将来更新費用の40％削減（75.7億円を41億円に圧縮）を目

標とし、計画の進行状況や社会状況の変化に合わせて、適宜見直しを行っていくも

のとしていました。 

計画策定から 5年が経過し、施設数が 909施設から 803施設（令和 2年度末現在）

に減少したことで、令和 3 年度から令和 42 年度までの試算では、40 年間で 1,646 億

円、年平均約 41.1 億円となり、当初目標をほぼ達成する試算となりました。 

しかし、今後も人口減少が進行する状況の中では、人口に対して施設の供給過多

の状態であるとともに、市の財政への負担も大きくなります。個別施設計画の着実

な実施を行いながら、人口減少社会や市民ニーズの変化等に対応した適正な公共サ

ービスのあり方とともに、公共施設の配置の検討を更に図っていくものとします。 

 

 ■ＦＭ計画期間である令和12年度までに、将来更新費用の20％削減を目標として 

  計画の進行管理を行う。 

 

・将来更新費用試算 41.1 億円／年 ⇒ 32.9 億円／年：△ 20％ 

 

  ＦＭ計画の前期基本計画期間の公共施設投資的経費の平均額が 30.4 億円と 

なっていますが、今後、個別施設計画の着実な実施が求められていることか 

ら、維持や統合減、複合減、譲渡とされている施設の再配置を進めることで、 

将来更新費用の 20％削減を目標とします。 

 

【インフラの目標】 

 インフラの保有総量の縮減は困難ですが、橋梁長寿命化計画の策定等、計画的な

維持管理によって品質を確保し、ライフサイクルコストの縮減に努めます。更に維

持管理費の低減にも取り組んでいくこととします。 

 

 ■計画的な維持管理により長寿命化を図り、併せて維持管理費の低減に取り組む。 
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2.3.2 目標を実現するための基本方針（公共施設） 

（１）基本方針と具体方針 

ＦＭ計画の目的とこれまでの取り組み状況を勘案して、目標達成のための基本 

 方針と具体方針は次のとおりとします。 

 

図表 2.3 基本方針と具体方針 

基本方針 

 
基本方針の考え方 

 具体方針 

１．施設の「機能」と「建物」を分離して考える 

 

現在行われている公共サービスは、他の建物でも実現可能という考え方を基準と 

して、各施設で行われている公共サービス機能の維持を重視し、具体策を進めます。 

 

■ 各施設の持っている「機能」は、移転や集約を図りながら出来るだけ存続さ 

せ、建物は統合化、複合化を進めます。 

■ 人口構造や社会情勢の変化による市民ニーズの多様化に配慮しながら、現在行 

 われている公共サービスを継続するため、施設機能と建物の分析と検討を行い 

 ます。 

２．保有総量を圧縮する 

 

建て替え、改修費用及び維持管理コストを削減するため、基本方針１の考え方によ

り施設数（建物数）、延床面積を削減し、施設総量の最適化を図ります。 

 

■ 公共施設の再配置を進めます。 

①施設を機能別に分類し、各機能の必要度から優先順位を設定します。 

②施設の再配置を計画します。 

③機能を維持しつつ、統合化や複合化により建物数、延床面積を削減します。 

④余裕スペースの利活用、統合化、複合化により発生した建物や土地の有効活 

用、利用者負担の適正化を図ります。 

■ 持続可能な施設保有とするため、財政状況や市民ニーズの検討を行いながら、 

施設数（建物数）、延床面積の縮減を進めます。 

３．施設の質的向上を図る 

 

既存施設を適正に維持管理して長寿命化を図り、ライフサイクルコストの縮減に 

つなげます。また、建て替えや改修時には、多機能化、機能強化を図ります。 

 

■ 適切な維持管理により、建物の長寿命化と基本性能の維持を図ります。 

■ 予防保全によりライフサイクルコストを縮減します。 

■ 建て替え、改修時には、バリアフリーや耐震化、省エネルギーの推進や再生可 

 能エネルギーの導入による環境負荷低減策を検討します。 

■ 建て替え、改修時には、一時避難所等、拠点機能の維持、強化を図ります。 

■ 個別施設計画の推進を図ります。 
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（２）公共施設の機能別優先度 

  公共施設の機能別優先度は、これまでの優先度を継承し、機能別に13類型（「そ 

の他施設」を含む）に分類しています。 

また、義務的機能、施設機能（公的サービスとしての必要性や市民ニーズが大 

 きいもの）、建物必要度（代替できないもの、核となる施設）によって機能別優先 

 度を設定しています。 

 

図表 2.4 公共施設の機能別優先度 

①義務的機能から見た優先度 

 〇市町村（地方公共団体）が行う事務で、特に法律で義務付けられているもの 

 国民健康保険事業、介護保険事業、生活保護、小中学校の設置・管理、 

一般廃棄物の収集や処理、消防・救急活動、住民票や戸籍の事務 等 

②施設機能から見た優先度 

 〇公的サービスとしての必要性が大きいもの 

 学校、消防署等、供給処理施設、斎場、保健施設、庁舎 等 

〇市民ニーズが大きいもの 

 学校、その他教育施設、消防施設、保育所、診療所、幼児・児童施設、 

高齢福祉施設、障がい福祉施設、児童福祉施設、産業系施設、庁舎 等 

③建物必要度から見た優先度 

 〇建物所有の必要性があるもの（代替できないもの） 

 学校、消防署等、供給処理施設、斎場、保健施設、庁舎 等 

〇複合化に際しての建物の位置付け（核となる施設になるもの） 

 学校、文化施設、庁舎 等 

 

 

（３）公共施設の再配置基本方針 

  公共施設の再配置基本方針も、これまでの再配置基本方針を継承します。 

図表 2.5 に公共施設の機能別優先度と再配置基本方針を示しており、横列に各 

 施設を位置づけるエリア（全市～町内）、さらに複合化、譲渡・民営化・廃止が主 

な具体方針となっており、「（１）基本方針と具体方針の検討」を基に、各分類の 

現状と計画上の配置方針を上下に記載しています。 

縦列は機能別大分類になっており、「（２）公共施設の機能別優先度の検討」を 

 基に、総合的に必要性が高い施設の順に記載しています。 
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図表 2.5 公共施設の機能別優先度と再配置基本方針 

 

  

全市 ブロック 地域 小学校区 町内 複合化
譲渡・民営化

廃止
備考

現状
本庁舎
消防署

消防分署 地域局庁舎 ポンプ小屋

計画
本庁舎
消防署

消防分署 ポンプ小屋 地域局庁舎

現状 給食センター 中学校 小学校

計画
中学校
給食センター

小学校

現状 診療所

計画 診療所

現状 クリーンプラザ
衛生センター
斎場

計画
クリーンプラザ
衛生センター

斎場

現状
障がい福祉
児童福祉

保健センター 高齢福祉

計画 保健センター
高齢福祉、障がい
福祉、児童福祉

現状
保育所
児童館

計画 児童館 保育所

現状 公営住宅

計画 公営住宅

現状 都市公園 市立公園

計画 都市公園 市立公園

現状
広域施設
文化施設

公民館 集会所

計画
広域施設
文化施設

公民館 集会所

現状
図書館
博物館

計画
図書館
博物館

現状
スポーツ施設
レク観光施設
保養施設

計画
スポーツ施設
保養施設

スポーツ施設 スポーツ施設
レク・観光施設
保養施設

現状 産業系施設

計画 産業系施設

行政系施設

学校教育系
施設

医療施設
横手病院、大森
病院はインフラ
に分類。

保健・福祉
施設

子育て支援
施設

低
い

施
設
重
要
度
：
高
い

産業系施設

公営住宅
適正な供給を維
持しつつ、保有
総量を縮減

公園内施設

市民文化系
施設

一部児童館を集
会所に分類

施設分類

社会教育系
施設

スポーツ・
レクリエー
ション系
施設

供給処理
施設
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（４）公共施設再配置の具体策 

  公共施設の再配置を実施していく際の具体的な方法も、これまでの再配置の具 

 体策を継承します。 

 

図表 2.6 公共施設再配置の具体策 

具 体 策 内   容 

 長寿命化  

施設の大規模改修又は建て替えにより施設機能を存続させる。計画的な

予防保全による維持管理でライフサイクルコストを縮減する。ただし、

建て替え、改修の際には多機能化、複合化、人口規模や利用状況等によ

る見直しを行う。 

 維   持  

機能維持。改修、建て替え又は大きな支出を伴わない範囲での維持とす

る。施設や設備が老朽化し、施設規模に応じた部分補修等での対応が困

難で、全面改修や建て替えが必要と判断した場合は、廃止、解体対象と

する。施設運営にあたっては、機能維持と建物維持のバランスを考慮し

て行う。 

 統 合 化  同じ機能の施設を一つの施設に集約する場合。統合後は長寿命化。 

 統 合 減  
統合化により機能を他に移し、建物が用途廃止（施設機能の廃止）と 

なる場合。 

 複 合 化  異なる機能の施設を一つの施設に集約する場合。複合後は長寿命化。 

 複 合 減  
複合化により機能を他に移し、建物が用途廃止（施設機能の廃止）と 

なる場合。 

 譲  渡  施設を民間事業者や団体等へ有償又は無償譲渡すること。 

 廃  止  
用途廃止（施設機能の廃止）すること。⇒ 廃止後の建物は利活用又は 

解体を検討。 

 

（５）複合、統合、廃止後の旧施設の再利用方針 

  複合化、統廃合により廃止となる施設のその後をどのようにするかは、引き続 

 き公共施設部会等の中で検討していきます。原則としては、行政財産の用途を廃 

止する施設は、資産としての利用価値を検討して貸付けや譲渡の対象とします。 

  利活用要望がある場合には、担当部署において市の政策と合致するかどうか、 

 施設の安全性や耐震性等は十分か、改修費や廃止されるまでのライフサイクルコ 

ストの試算等を検討して判断します。 

  再利用しないと決定した施設は、解体費を見積り、財源の確保と解体までの施 

 設の保全措置を検討し、解体計画を策定します。 
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図表 2.7 公共施設再配置具体策のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

  

複合(複減) 

統合(統減) 

長寿(長寿命化) 

維 持 

譲 渡 

廃 止 

◎ 施設の大規模改修、建て替えにより建物を更新し、機能を存続させる。 

◎ 機能を維持する。 

ただし、大規模改修や建て替え又は大きな支出を伴わない範囲とする。 

◎ 同じ機能の複数施設を一つの施設に集約する場合。統合後は長寿命化。 

◎ 異なる機能の複数施設を一つの施設に集約する場合。複合後は長寿命化。 

◎ 地元団体や民間事業者へ建物を有償又は無償で譲渡すること。 

実質的な機能は残る。 

◎ 用途廃止（施設機能の廃止） 

機能
Ａ 

機能
Ａ 

機能
Ａ 

機能
Ａ 

機能
Ａ 

機能
Ａ 

機能
Ａ 

機能
Ａ   

機能 
Ｂ Ａ 

Ｂ 

 売却
 

貸付 

解体 

 
売却 

貸付 

解体 

  

売却 
貸付 
解体 

機能 
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2.3.3 目標を実現するための基本方針（インフラ・土地） 

（１）インフラ 

インフラは、ライフラインとしての役割もあることから、公共施設のように複 

合化や集約による統配合によって、施設数を削減することが困難な施設です。 

  既存のインフラは、施設、設備の総量の適正化を検討しながら、財源に見合う 

よう維持、更新を実施するとともに、ライフサイクルコストの縮減を図ることと 

します。 

また、各インフラとも整備時期が一定期間に集中しているため、更新時期も集 

中することから、長寿命化計画の策定等による事業費の平準化に取り組むものと 

します。 

 

（２）土地 

土地は、公共施設の廃止及び解体等によって未利用地が増加しています。 

利活用の検討を行うほか、市での利活用予定が無い場合は、公売や貸付けによ 

る経営資産としての活用を図るとともに、土地管理コストの縮減を図ります。 

未利用地の利活用では、民間事業者等による整備の可能性を探るため、「サウン 

ディング型市場調査」によるアイデア募集や、ニーズの掘り起こし等に取り組み 

ます。 

 

 

2.3.4 目標を実現するための基本方針（共通事項） 

 各公共施設の管理者は、限られた予算の中で優先度を見極めながら施設の修繕等

を計画し実施しています。各施設の特性や周囲の状況を踏まえながら、適正な維持

管理に努めているところですが、今後もＦＭ計画や個別施設計画の方針に基づき、

目標達成に向けた取り組みを進める必要があります。 

 

（１）点検・診断等 

  各施設において、日常点検と定期点検もしくは臨時点検を実施し、施設の劣化 

 及び機能低下に出来る限り速やかに対応します。点検時の記録は集積、蓄積し、 

老朽化対策等に活かすこととします。また、必要に応じて施設の安全性、耐久性 

等の診断を実施します。 

 

（２）維持管理・修繕・更新等 

  公共施設等の維持管理の手法としては、不具合や故障等が起きた時に対処する 

「事後保全」が一般的でしたが、定期的な点検の徹底と計画的な保全措置を実施 
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していく「予防保全」によって、施設の長寿命化とライフサイクルコストの縮減 

を図ります。また、施設の維持管理等を包括的に業務委託する「包括的民間委託」 

の可能性を探り、民間のノウハウを活用するとともに、契約業務等の事務量の低 

減を目指します。 

 ＦＭ計画や個別施設計画、施設予防保全マニュアル等に基づき、総合的かつ計 

画的な管理と予防保全により、可能な限り公共施設等の長寿命化を図ります。 

 

図表 2.8 公共施設等の維持管理手法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）安全確保 

  施設の安全性に何らかの危険性が認められた場合は、利用者の安全及び資産の 

 保全を目的として、速やかに改修を実施します。 

ただし、改善の見込みがない、安全確認が出来ない、改善にコストがかかりす 

 ぎる場合は、総合的な判断により供用の廃止を検討します。 

 

（４）耐震化 

  公共施設のうち、昭和 56 年以前に整備された旧耐震基準(～Ｓ56.5)の建物は全 

 体の 27.6％、昭和 57(1982)年以降に整備された新耐震基準(Ｓ56.6～)の建物は全 

体の 72.4％となっています。 

 小中学校は、統合による新校舎建設や耐震改修工事が進んだ結果、耐震化率 

100％となり、さらに天井板落下防止工事等を進めています。 

 その他の市所有特定建築物も、令和 7(2025)年度までに 100％耐震化を目標とし、 

ＦＭ計画で長寿命化に位置付けられている施設から、優先的に取り組むことにし

ています。 

 インフラは、防災機能の強化の観点からも、耐震化が求められる施設から順次、 

対策を進めていきます。  

◆事後保全 

 
◆予防保全 

・建物や設備等に、不具合や故障等

が発生した際に、改修や更新の計画

を立てて対応する方法 

・不具合や故障の程度、対応のスピ

ードによっては、施設運営に支障が

出る場合がある。 

・メンテナンス（定期保全・定期点
検）を徹底し、計画的に改修更新を
行う方法 
・不具合・故障個所を早期発見、早
期対策することで、致命的な損傷に
繋がることを防ぐ 
・厳しい財政状況の中で、結果的に
ライフサイクルコストの縮減が図ら
れることになる 
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（５）ＰＰＰ/ＰＦＩの活用 

  施設の維持管理に、民間のノウハウを活用 

する事業手法であるＰＰＰ（パブリック・プ 

ライベート・パートナーシップ：公民連携） 

の推進、指定管理者制度の活用やＰＦＩ（プ 

ライベート・ファイナンス・イニシアティブ： 

民間活用）の導入等、民間の持つ手法を積極 

的に取り入れることで、より高いサービスの 

提供やコスト削減を目指します。 

 そのため、他団体のＰＰＰ/ＰＦＩの活用 

状況を調査、研究するとともに、庁内の情報 

共有や組織整備を図ります。 

 

 

（６）国や県、他の自治体との連携 

  公共施設の老朽化等への対応を迫られているのは、国や県、他の自治体におい 

 ても同様です。国においては、国公有財産の最適利用を図り、地方における再編 

と地方公共団体との間で、庁舎等のニーズの調整を進めています。 

本市においても国、県、市による、所有財産の最適利用に係る情報交換会（以 

 下「情報交換会」という。）が開催され、最適利用に関する意見交換が行われてい 

ます。 

  今後、公共施設等の最適な配置を検討していく上で、市所有施設だけでは解決 

 出来ない課題に直面する場合は、情報交換会での検討や市域を超えた広域連携も 

視野に入れながら、再配置を検討していきます。 

 

 

（７）ユニバーサルデザイン化 

「ユニバーサルデザイン 2020行動計画」（平成 29年 2月 20日ユニバーサルデザ 

イン 2020 関係閣僚会議決定）に基づき、大規模改修時や施設の機能に合わせて、 

誰もが安全、安心に利用できる施設となるよう、ユニバーサルデザインに配慮し 

た整備を進めます。 

 

  

図表 2.9 PPP の手法 



第２章 ＦＭ計画の基本方針 

- 34 - 

2.3.5 公共施設敷地等の借地に関する基本方針（共通事項） 

 平成 28 年度に行った庁内調査では、公共施設敷地等の用途として 509 件、約 112

万㎡の借地があり、借地料として年間約 6,782 万円を支出していました。 

ＦＭ計画開始後、借地の解消にも努めて来ており、令和 2 年度調査では、450 件、

約 96 万㎡、年間約 5,202 万円の支出となっています。 

 公共施設の借地への設置は、市有地への設置に比べ不安定であるとともに、借地

料は固定的支出となることから、財政的、事務的な負担となります。 

今後も、公共施設の再配置に合わせて、借地の解消に努めることとします。 

 

（１）「公共施設は市有地に設置」を原則とする。 

  公共施設は、市有地への設置を基本とし、長期的使用が確実に見込まれる公共 

 施設敷地等の取得、交換あるいは返還等、借地の解消に取り組みます。 

  なお、新規借地は原則禁止としますが、施設の必要性を検討したうえで、適地 

 と判断した場合や、設置期間が限定的、緊急性がある等の場合には、借地への設 

置を認めることとします。 

 また、廃止施設の敷地や施設の解体等により更地となった借地、借地料が無償 

の借地の実態を調査し、借地解消の要否を判断します。 

 

（２）借地解消の取り組みは、ＦＭ計画との整合を図る。 

  ＦＭ計画の再配置方針で長寿命化に位置付けられている施設や、今後も継続し 

 て設置すべき施設の借地は、取得等による借地解消に取り組みます。 

 借地を継続する場合にも、ＦＭ計画の再配置方針や施設のライフサイクルコス 

トを考慮しながら、「借地を買い取る」、「借地を継続する」、「借地の一部又は全部 

を返還する」に区分しながら、借地解消に向けて取り組むこととします。 

 

（３）借地に関する基本的な運用 

  借地料は、平成 24 年に策定した「横手市土地借地料に関する要綱」を運用し、 

 借地を取得する場合には、不動産鑑定評価額や固定資産税評価額等を目安として、 

 土地所有者と協議することとします。 
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2.4 フォローアップの実施方針 

 ＦＭ計画は 15 年をかけて公共施設にかかる課題を解決していくための戦略的方針

です。すでにＦＭ計画策定から 5 年が経過していますが、この間、刻々と変化する

社会情勢や経済情勢、市民ニーズに対応してローリング方式による見直しを行い、

柔軟に取り組んできました。 

 中期基本計画期間となる令和 3 年度からは、ＦＭ計画策定時の方針や目標を継承

しながらも、新たに策定した個別施設計画の要素を取り入れ、公共施設の運営や維

持管理を行っていきます。 

 今後も、数量（供給）、品質、コスト（財務）の面から個別施設の「評価」を実施

し、その結果から、ローリング方式による計画改訂を行いながら、施設の運営維持

活動に取り組むこととします。 

 なお、ＦＭ計画の推進に係る業務は、引き続きＦＭ推進本部が統括して行い、そ

の進捗状況や評価結果は議会に報告します。市民の皆様にはホームページ等でお知

らせしていくこととします。 

 

図表 2.10 ＦＭ計画業務サイクル 
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